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は じ め に 

 

人事院は、公務の民主的かつ能率的な運営を国民に対し保障するという国家

公務員法の基本理念の下、人事行政の公正の確保と職員の利益の保護等を使命

としています。 

 

人事院沖縄事務所は、全国に置かれた９つの地方事務局（所）の一つとして、

沖縄県を管轄区域とし、国家公務員採用試験、各府省地方機関職員を対象とし

た研修の実施、任用、給与、服務、倫理、勤務時間・休暇などに関する指導、各

機関との意見交換、職員団体との会見等の業務を行っています。 

 

この業務年報は、当事務所が令和元年度において実施した業務の概要を取り

まとめたものです。人事関係業務の参考としていただければ幸いです。 

 

当事務所業務の運営に対する皆様の多大なるご理解とご協力に改めて感謝い

たしますとともに、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

令和２年４月 

 

人事院沖縄事務所長  

渡辺 二郎  
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１ 管内指標等  

項 目 管 内（対全国比） 全 国 
面 積 2,281 ㎢ （0.6％） 377,975 ㎢ 
人 口 1,453 千人（1.2％） 126,167 千人 

※ 面積：国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調（令和元年 10 月 1 日現在）」による。 
※ 人口：総務省統計局「人口推計（2019 年 10 月 1 日現在）」による。 

 
 
２ 一般職国家公務員の在職者数  

項 目 管 内（対全国比） 全 国 
一般職国家公務員 5,706 人（2.0％） 282,769 人 

 

給与法職員 5,609 人（2.1％） 271,328 人 
任期付職員     3 人（0.2％）   1,445 人 
任期付研究員 -      96 人 
行政執行法人職員    70 人（1.0％）   7,113 人 
検察官    24 人（0.9％）   2,787 人 

※ 「平成 30 年度一般職の国家公務員の任用状況調査（平成 31 年１月 15 日現在）」による。 
ただし、管内の行政執行法人職員の数は沖縄事務所調べ。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 管内の概況  

行政職, 

2,461人

専門行政

職, 352人

税務職, 

493人

公安職, 

2,029人

海事職, 14人

医療職, 

250人

福祉職, 7人

指定職, 3人

【管内】

給与法職員

５，６０９人

行政職, 

155,448人
専門行政職, 

8,034人

税務職, 

52,801人

公安職, 

48,030人

海事職, 577人

教育職, 174人

研究職, 1,507人

医療職, 

3,267人

福祉職, 

267人
専スタ, 258人

指定職, 965人

【全国】

給与法職員

２７１，３２８人
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職員の任用は、受験成績、人事評価又はその他の能力の実証に基づき行うものとされています。
この成績主義に基づき、職員の採用は、公開平等の競争試験によることを基本とし、これによらな
い場合には選考により行われています。 

一方、公務能率の維持及び公務の適正な運営の確保の観点から、職員が一定の事由に該当する場
合には､その意に反して免職、降任、休職等の処分を行うことができることとされています｡ 

当事務所では、多様な有為の人材を公務に誘致するための人材確保・啓発活動をはじめ、国公法
及び規則に基づいて、各種の国家公務員採用試験の実施、採用候補者名簿の作成及び管理並びに任
用状況調査を行っているほか、任用制度の適正な運用を図るため、任用に関する調査を行うととも
に、日常の制度照会等を通じて各機関における任用実務の指導を行っています。 
 
１ 人材確保・啓発活動  

多様な有為の人材を計画的かつ安定的に確保するためには、より幅広い層の者に国家公務員
採用試験を受験してもらうことが必要です。 

管内の大学、高等学校、報道機関等に対し国家公務員採用試験日程ポスター等の資料を送付
し、試験の周知を行うとともに、各機関との連携・協力の下、次のとおり人材確保・啓発活動
を実施しました。 

 
（１）高等学校進路指導担当教諭に対する国家公務員採用試験制度説明会 

管内の高等学校の進路指導担当教諭を対象に、国家公務員採用試験や採用手続き等につい
て周知することを目的として開催しました。 
開催日 開催地 参加者 
元．５．１０ 那覇市 １７校１７人 

参加機関（８機関） 
人事院沖縄事務所 
皇宮警察本部 
沖縄刑務所 
福岡出入国在留管理局那覇支局 
沖縄国税事務所 
大阪航空局那覇空港事務所 
沖縄気象台 
第十一管区海上保安本部              （説明会の様子） 

 
（２）学生に対する国家公務員採用試験制度説明会 

管内の大学の学生等を対象に、国家公務員採用試験制度や採用手続き等を説明するととも
に、求める人材や仕事の魅力を伝えることを目的とした説明会を３月に予定していましたが、
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止しました。 

Ⅰ 試験・任用  
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（３）国家公務員研究セミナー 

国家公務員を目指す学生等を対象に、公務の重要性や国民生活との関わりへの理解を深め
てもらうことを目的として開催しました。セミナーでは、会場に機関ごとにブースを設け、
業務内容や仕事の魅力などについて説明するとともに、参加者との意見交換を行いました。 

 
開催日 開催校 参加者 
２．１．２７～２８ 琉球大学 ５８２人 

 
参加機関（２６機関） 

人事院沖縄事務所 
沖縄総合事務局 
九州管区警察局沖縄県情報通信部 
沖縄行政評価事務所 
沖縄総合通信事務所 
沖縄刑務所 
沖縄少年院・沖縄女子学園 
那覇少年鑑別所 
九州地方更生保護委員会那覇分室 
那覇地方法務局 
福岡出入国在留管理局那覇支局 
那覇地方検察庁 
那覇公安調査事務所 
沖縄地区税関 
沖縄国税事務所 
那覇検疫所 
九州厚生局沖縄麻薬取締支所 
沖縄労働局 
那覇植物防疫事務所 
動物検疫所沖縄支所 
大阪航空局 
国土地理院沖縄支所 
沖縄気象台 
第十一管区海上保安本部 
沖縄防衛局      
駐留軍等労働者労務管理機構沖縄支部        （個別ブースの様子） 
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（４）高校生のための国家公務員セミナー 
公務に興味がある高校生の他、その保護者及びその関係者を対象にして、公務への興味・

関心を喚起させることを目的として開催しました。セミナーでは、機関ごとのブース形式（那
覇市）、講義形式（沖縄市、名護市）にて、国家公務員採用試験制度、業務内容及び仕事の魅
力などについて説明するとともに、参加者からの質疑応答に対応しました。 
開催日 開催地 参加者 
２年２月１４日 那覇市 １１人 
２年２月１４日 沖縄市 １４人 
２年２月２１日 名護市 ２人 

参加機関（７機関） 
人事院沖縄事務所 

   沖縄刑務所 
   福岡出入国在留管理局那覇支局 
   沖縄国税事務所 
   大阪航空局 
   第十一管区海上保安本部 
   沖縄気象台 

   （個別ブースの様子） 
 
（５）沖縄地区官庁ＯＰＥＮセミナー 

国家公務員を目指す学生等を対象に、公務への理解と関心を深めてもらうことを目的とし、
各機関において、参加者に職場を開放し、実際の仕事ぶりを見てもらうとともに業務の説明や
職員との意見交換等を行うセミナーを３月に予定していましたが、新型コロナウイルス感染症
の感染拡大防止の観点から、中止しました。 
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（６）大学懇談会 
管内の主な大学のキャリアセンター職員や就職担当教官等を対象に、国家公務員試験に関

する大学側の問題意識や要望を適切に把握し、大学との連携を図ることを目的として開催し
ました。 

懇談会では、ネットワーク作りや関係強化のため、職員の採用予定が見込まれる国の機関
の採用担当者も交え、意見交換及び情報共有を行いました。 
開催日 開催地 参加者 
元．１１．５ 那覇市 １９人 

参加大学（５大学）          参加機関（９機関） 
沖縄キリスト教学院大学・短期大学   沖縄総合事務局 
沖縄国際大学             那覇地方法務局 
沖縄大学               福岡出入国在留管理局那覇支局 
名桜大学               那覇地方検察庁 
琉球大学               沖縄地区税関 

               沖縄国税事務所 
沖縄労働局  
沖縄気象台  
沖縄防衛局  

 
２ 採用試験実施状況  

当事務所が管内で実施した総合職試験（※)、一般職試験（大卒程度試験、高卒者試験、社会
人試験（係員級））及び税務職員採用試験等の結果は次のとおりです。 

※ 総合職試験の院卒者試験「法務区分」及び大卒程度試験「教養区分」は、管内では実施
していないため、除いた数字で比較しています。 
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（１）総合職試験 
院卒者試験（除く法務区分）                    （単位：人） 

 
項 目  

区 分 

沖 縄 ※ 全 国 

申込者数 最終合格者数 申込者数 最終合格者数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

行 政 4 2 0 - 436 140 168 54 

人 間 科 学 1 1 0 - 133 80 50 35 

工 学 2 1 0 - 457 67 183 31 

数理科学・物理・地球科学 0 - - - 163 21 35 2 

化 学 ・ 生 物 ・ 薬 学 0 - - - 386 136 76 23 

農 業 科 学 ・ 水 産 1 0 0 - 171 52 85 25 

農 業 農 村 工 学 0 - - - 23 6 11 1 

森 林 ・ 自 然 環 境 1 0 1 0 91 30 45 13 

合  計 9 4 １ ０ 1,860 532 653 184 

※ 「沖縄」は、第１次試験地を「那覇市」とした者の数である。 
 

大卒程度試験（除く教養区分）                   （単位：人） 

 
項 目  

区 分 

沖 縄 ※ 全 国 

申込者数 最終合格者数 申込者数 最終合格者数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

政 治 ・ 国 際 32 17 1 1 1,166 454 86 33 

法 律 254 126 1 0 8,956 3,979 449 175 

経 済 21 7 0 - 1,778 491 168 30 

人 間 科 学 7 4 0 - 435 258 39 30 

工 学 27 4 0 - 1,521 243 199 40 

数理科学・物理・地球科学 7 0 0 - 209 32 21 2 

化 学 ・ 生 物 ・ 薬 学 9 1 0 - 473 200 30 9 

農 業 科 学 ・ 水 産 9 6 0 - 430 195 88 33 

農 業 農 村 工 学 6 1 0 - 204 77 38 18 

森 林 ・ 自 然 環 境 4 1 0 - 263 96 27 13 

合  計 376 167 2 1 15,435 6,025 1,145 383 

※ 「沖縄」は、第１次試験地を「那覇市」とした者の数である。 
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（２）一般職試験（大卒程度試験）                    （単位：人） 

 
項 目  

区 分 

沖 縄 ※ 全 国 

申込者数 最終合格者数 申込者数 最終合格者数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

行 政 751 358 190 88 25,088 10,076 5,675 2,380 

電 気 ・ 電 子 ・ 情 報 14 0 9 - 482 66 213 29 

機 械 8 0 2 - 301 30 135 13 

土 木 24 6 14 3 1,408 237 622 102 

建 築 4 0 2 - 244 90 89 28 

物 理 17 2 10 1 328 69 156 34 

化 学 12 4 2 1 584 200 176 47 

農 学 26 8 4 1 804 326 234 92 

農 業 農 村 工 学 10 5 5 3 256 93 116 41 

林 学 7 2 2 1 398 134 189 73 

合  計 873 385 240 97 29,893 11,321 7,605 2,839 

※ 「沖縄」は、第１次試験地を「那覇市」とした者の数である。 
 

行 政 沖 縄 769 368 200 91 

※ 全国の各試験地で試験の区分を「行政沖縄」とした者の数である。 
 

○ 官庁合同業務説明会 
一般職試験（大卒程度試験）の第１次試験合格者を対象に、採用を予定している各機関

が業務内容を説明する「官庁合同業務説明会」を令和元年７月１２日に那覇第一地方合同
庁舎で開催し、２２４人が参加しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 

（各機関の説明の様子） 
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（３）一般職試験（高卒程度試験）                    （単位：人） 

 
項 目  

区 分 ※２ 

沖 縄 ※１ 全 国 

申込者数 最終合格者数 申込者数 最終合格者数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

事 務 769 271 147 61 13,797 4,909 2,305 955 

技 術 8 2 3 2 1,134 147 602 82 

農 業 土 木 0 - - - 235 29 84 10 

林 業 0 - - - 172 27 46 9 

合  計 777 273 150 63 15,338 5,112 3,037 1,056 

※１ 「沖縄」は、第１次試験地を「那覇市」とした者の数である。 
※２ 農業区分は全国で休止した。 
 

事 務 沖 縄 359 127 66 23 

技 術 沖 縄 9 2 3 2 

合 計 368 129 69 25 

※ 全国の各試験地で試験の区分を「事務沖縄」及び「技術沖縄」とした者の数である。 
 
（４）一般職試験（社会人試験（係長級））                 （単位：人） 

 
項 目  

区 分 ※２ 

沖 縄 ※１ 全 国 

申込者数 最終合格者数 申込者数 最終合格者数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

技 術 47 2 2 0 285 36 13 1 

農 業 土 木 20 4 1 0 74 17 4 1 

合  計 67 6 3 0 359 53 17 2 

※１ 「沖縄」は、第１次試験地を「那覇市」とした者の数である。 
※２ 事務、農業及び林業の各区分は全国で休止した。 

 
（５）税務職員採用試験                         （単位：人） 

 
項 目  

区 分 

沖 縄 ※ 全 国 

申込者数 最終合格者数 申込者数 最終合格者数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

税 務 216 63 34 16 6,644 2,018 1,455 540 

※ 「沖縄」は、第１次試験地を「那覇市」とした者の数である。 
 

税 務 沖 縄 138 44 24 10 

※ 全国の各試験地で試験の区分を「税務沖縄」とした者の数である。 
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○ ２０１９年度国家公務員採用試験実施状況 
試験 
の 

程度 
試 験 名 受付期間 

第１次試
験日 

最終合格者
発表日 

申込者数 最終合格者数 倍率 

全国 
う ち 沖
縄※１ 

全国 
う ち 沖
縄※１ 

全国 

院卒
者 

国家公務員採用総合職試
験（院卒者試験）※２ 

3 月 29 日 
～ 

4 月８日 
4 月 28 日 6 月 25 日 

1,860 9 653 1 2.8 

大 
学 
卒 
業 
程 
度 

国家公務員採用総合職試
験（大卒程度試験）※２ 

15,435 376 1,145 2 13.5 

国家公務員採用一般職試
験（大卒程度試験） 

4 月 5 日～ 
4 月 17 日 

6 月 16 日 

8 月 20 日 

29,893 873 7,605 240 3.9 

皇宮護衛官採用試験 
（大卒程度試験） 

3 月 29 日 
～ 

4 月 10 日 
6 月 9 日 

1,273 - 36 - 35.4 

法務省専門職員 
（人間科学）採用試験 

2,304 33 442 7 5.2 

財務専門官採用試験 2,961 37 526 0 5.6 
国税専門官採用試験 14,238 455 3,514 59 4.1 

食品衛生監視員採用試験 427 - 134 - 3.2 
労働基準監督官採用試験 3,508 53 573 2 6.1 

航空管制官採用試験 10 月 2 日 912 18 105 2 8.7 

小 計 72,811 1,854 14,733 313 4.9 

高 
校 
卒 
業 
程 
度 

国家公務員採用一般職試
験（高卒者試験） 

6 月 17 日
～ 

6 月 26 日 
9 月 1 日 11 月 12 日 

15,338 777 3,037 150 5.1 

国家公務員採用一般職試
験（社会人試験（係員

級）） 
359 67 17 3 21.1 

税務職員採用試験 6,644 216 1,455 34 4.6 
刑務官採用試験 

7 月 16 日
～ 

7 月 25 日 

9 月 15 日 11 月 19 日 11,525 844 1,210 68 9.5 
皇宮護衛官採用試験 
（高卒程度試験） 

9 月 22 日 

12 月 19 日 354 - 17 - 20.8 

入国警備官採用試験 11 月 19 日 2,251 532 137 24 16.4 
航空保安大学校学生 

採用試験 
12 月 17 日 503 12 132 2 3.8 

海上保安学校学生 
採用試験（特別） 

3 月 29 日
～4 月 5 日 

5 月 12 日 7 月 19 日 5,437 700 890 144 6.1 

海上保安学校学生 
採用試験 

7 月 16 日
～ 

7 月 25 日 
9 月 22 日 

11 月 19 日 
航空課程 

のみ 2020 年
1 月 16 日 

2,822 571 556 68 5.1 

海上保安大学校学生 
採用試験 

8 月 22 日
～ 

9 月 2 日 

10 月 26
日・10 月

27 日 

2020 年 1 月
16 日 

473 16 72 2 6.6 

気象大学校学生 
採用試験 

330 7 31 0 10.6 

小 計 46,036 3,742 7,554 495 6.1 

合 計 118,847 5,596 22,287 808 5.3 

※１ 「沖縄」は、第１次試験地を「那覇市」（海上保安学校学生採用試験（特別）、海上保安学校学生採用試験及び海上保安
大学校学生採用試験にあっては「那覇市」又は「石垣市」、刑務官採用試験にあっては「那覇市」又は「南城市」）とした者
の数である。 

※２ 総合職試験の院卒者試験は「法務区分」、大卒程度試験は「教養区分」を除いた数字である。 
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○ 沖縄管内における国家公務員採用試験（総合職試験（院卒・大卒）、一般職試験（大卒）、
一般職試験（高卒）・税務職員）申込者数の推移 

 
 
 
３ 障害者選考試験の実施 

前年度に引き続き、障害者雇用促進法による法定雇用率を充足させるため、昭和３５年４月
２日以降に生まれた者（平成３１年４月１日において、学校教育法に定める義務教育を終了し
た日から起算して２年以上の者に限る）を対象とした障害者選考試験を令和元年９月１５日に
那覇市の那覇第一地方合同庁舎にて実施しました。 

沖縄管内の申込者は９８名で、第１次選考通過者は２７名、最終合格者は８名でした。 
また、沖縄区分の申込者は１０７名で、第１次選考通過者は２７名、最終合格者は８名でし

た。 
令和元年１０月２１日には第１次選考通過者を対象に、採用を予定している各機関が業務内

容を説明する「官庁合同業務説明会」を那覇市の沖縄産業支援センターにて実施し、２４人が
参加しました。 
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４ 採用候補者名簿からの採用状況  
採用候補者名簿（沖縄地域）からの採用状況は次のとおりです。 

 
２０１９年度採用候補者名簿（沖縄地域）からの採用等の状況 

（令和２年３月３１日現在）（単位：人） 

項 目  
 
採用候補者名簿 

名簿 
記載者数 

内定者数 
(採用者数含む) 

辞退者数 
無応答者数 

希望者数 
(延期者数含む) 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

 うち 
女性数 

一般職試験 
（大卒程度試験） 

行政沖縄 
 

 
200 

 
91 

 
100 

 
54 

 
69 

 
30 

 
31 

 
7 

一般職試験 
（高卒者試験） 

事務沖縄 
 

 
66 

 
23 

 
33 

 
14 

 
26 

 
8 

 
7 

 
1 

技術沖縄 
 

 
3 

 
2 

 
3 

 
2 

 
0 

 
0 

 
0 

 
0 

税務職員採用試験 税務沖縄 
 

 
24 

 
10 

 
13 

 
7 

 
11 

 
3 

 
0 

 
0 

刑務官採用試験 
 

刑務Ａ沖縄  
5 

 
－ 

 
1 

 
－ 

 
4 

 
－ 

 
0 

 
－ 

刑務Ａ 
(武道)沖縄 

 
2 

 
－ 

 
2 

 
－ 

 
0 

 
－ 

 
0 

 
－ 

 
 
５ 任用状況調査  

人事院では、一般職の国家公務員の任用実態を把握し、今後の任用施策等人事行政全般の検
討に資するため、毎年、一般職の国家公務員の任用状況調査を実施しています。 

当事務所管内における一般職の国家公務員の在職状況は、参考１（34 頁）のとおりです。 
 
６ 任用に関する調査  

各機関における職員の任用の実態を把握し、任用関係法令の遵守状況を確認するとともに、
制度の適正な運用について必要な指導を行うことを目的として実施しました。 

対象機関（２機関） 
国税庁 国税不服審判所沖縄事務所 
厚生労働省 那覇検疫所 
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職員の研修は、現在就いている官職又は将来就くことが予想される官職の職務と責任の遂行に必
要な知識等を修得させるとともに、その遂行に必要な職員の能力、資質等を向上させることを目的
とするものとされています。 

当事務所では、管内に勤務する職員を対象として、役職段階別研修、テーマ別・対象者別研修、
指導者養成研修を実施しています。 

令和元年度は、計 12 コース実施し、受講者は延べ 170 機関、288 人（うち女性 81 人）でした。 
 
 
１ 研修の実施状況  
（１）役職段階別研修 

役職段階ごとに求められる資質・能力を向上させるとともに、国民全体の奉仕者としての
意識の徹底を図ることを目的として実施しています。 

令和元年度は、それぞれの役職に求められる役割を再認識させることを柱とし、討議を中
心としたカリキュラムで構成しました。 

 
① 新採用職員研修 

新たに採用された職員を対象に、公務員の使命と心構え、
国家公務員制度の基礎的知識の付与を中心とし、併せて社
会人として必要なマナー修得のカリキュラムを実施しまし
た。            （新採用職員研修の様子） 

 
 

② 中堅係員研修 
一定の職務経験を積んだ中堅の係員を対象に、将来の地

方機関における組織運営の中核となる者としての心構え
や、中堅職員に共通して求められる能力の向上を目的とし
て、タイムマネジメント、プレゼンテーションなどのカリ
キュラムを実施しました。    （中堅係員研修の様子） 

 
③ 係長研修 

係長級職員を対象に、将来の地方機関における中堅幹部
としての心構えや、職場のリーダーとして業務の最前線に
立つ者に求められる能力の向上を目的として、マネジメン
ト、ファシリテーションなどのカリキュラムを実施しまし
た。                （係長研修の様子） 

 

Ⅱ 研修  
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④ 課長補佐研修 
課長補佐級職員を対象に、将来の地方機関における上級

幹部職員の養成を目的として、コーチング、職場で抱える課
題の研究などのカリキュラムを実施しました。 

(課長補佐研修の様子) 
 
（２）幹部行政官セミナー 

各機関の長を対象に、各界の有識者を招き、幹部行政官がこ
れからの行政と行政官の在り方を基本に立ち返って考える機
会を設けることを目的として、隔年ごとに実施しています。 

令和元年度は、「職員のやる気を引き出すマネジメント」と
題して、国立大学法人琉球大学 理事・副学長 牛窪 潔 氏
による講演、その後、講師を交えた意見交換を行いました。  

（幹部行政官セミナーの様子） 
 
（３）テーマ別・対象者別研修 

公正な人事管理、適切な勤務環境等の確保等を目的として、テーマ又は対象者ごとに実施
しています。 

 
① 評価・育成能力向上研修（ロールプレイ編） 

人事評価制度の評価者となる管理者等の指導に当たるこ
とが予定されている職員を対象に、評価者が公正かつ適正
な人事評価を行うために必要とされる実践的知識・技法を
事例研究やロールプレイ等を通じて修得することを目的と
して実施しました。  （評価・育成能力向上研修の様子） 

 
② メンター養成研修 

メンター（仕事の仕方や取組など自身の経験を基に、後
輩職員の相談に乗り、助言する先輩職員）となることが予
定されている職員を対象に、職場におけるメンター及びメ
ンタリングに関する基本的な知識及びコミュニケーション
スキルを修得することを目的として実施しました。 

      （メンター養成研修の様子） 
 

③ 幹部・管理職員ハラスメント防止研修 
職員の模範となるべき幹部・管理職員に、ハラスメント防

止に向けて求められる役割や行動様式等について再認識さ
せることを目的として令和元年度から新たに計画し、実施
しました。（幹部・管理職員ハラスメント防止研修の様子） 
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（４）指導者養成研修 
各機関の部内研修がより効果的に実施できるよう、各機関の職員を各種研修の指導者とし

て養成することを目的として実施しています。 
 

① ハラスメント防止研修指導者養成コース  
ハラスメント防止等のための研修の指導に当たることが

予定されている職員を対象に、ハラスメント防止等に関す
る職員の意識を高め、管理・監督者にその果たすべき責務・
役割について理解を徹底するとともに、研修の効果的な実
施及び指導の方法等を修得することを目的として実施し
ました。   （ハラスメント防止指導者養成研修の様子） 

 
② ＪＳＴ基本コース（仕事と人のマネジメント研修）指導者

養成課程 
ＪＳＴ基本コースの指導に当たることが予定されている

職員を対象に、仕事の管理や部下の指導などに関する原則
を組織的、体系的に理解させ、実践的能力を付与するとと
もに、研修の指導者として必要な技法等を修得することを
目的として実施しました。 （ＪＳＴ基本コースの様子） 

 
２ 研修担当官会議  

各機関の研修担当者を対象に、今後の研修の円滑な実施及び各機関との連携を図ることを目
的として開催しており、会議では、当該年度に実施した研修の報告及び翌年度の研修計画の説
明を行うとともに、会議出席者との意見交換を行っています。令和元年度は３月 10 日（火）
に実施を予定していましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止し
ました。 

 
○ 令和元年度沖縄地区研修実施状況 

（役職段階別研修） 

研修の名称 日程 参加者 
（うち女性） 

対 象 教 科 目 

新採用職員研
修 

４月 9 日 
～11 日 
（３日間） 

7 機関 
20 人 
（11 人） 

新たに職員として採用さ
れた職員 

・講話 
・国家公務員制度Ⅰ 
・公務員の服務・倫理 
・ロジカルコミュニケーション 
・国家公務員制度Ⅱ 
・人権について 
・できる新採用職員を目指して（事例研究・先輩職
員との意見交換） 

中堅係員研修 ６月 4 日 
～7 日 
（４日間） 

16 機関 
42 人 
（14 人） 

行政職俸給表（一）２級
の官職に在職する者等 

・課題研究（グループ討議） 
・プレゼンテーション・トレーニング 
・タイムマネジメント・トレーニング  
・コーチング・トレーニング 
・服務・倫理 
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・課題研究（発表準備・発表） 
係長研修 10 月 1 日 

～４日 
（4 日間） 

15 機関 
28 人 
（8 人） 

地方機関等の係長級職員 ・JST（仕事と人のマネジメント研修）マネジメン
ト・リーダーシップ 
・ファシリテーションスキルの活用 
・服務・倫理             
・アンガーマネジメントの実践 
・課題研究（グループ討議・発表） 

課長補佐研修 12 月 10 日 
～11 日 
（２日間） 

11 機関 
18 人 
（2 人） 

地方機関等の課長補佐級
職員 

・部下の能力を発揮する職場作り 
・公務員倫理 
・課題研究 

 
（幹部行政官セミナー） 

研修の名称 日程 参加者 
（うち女性） 

対 象 演 題 

幹部行政官セ
ミナー 

9 月 19 日 
（１日間） 

23 機関 
23 人 
（1 人） 

地方機関の長 「職員のやる気を引き出すマネジメント」 

 
（テーマ別・対象者別研修） 

研修の名称 日程 参加者 
（うち女性） 

対 象 教 科 目 

評価・育成能力
向上研修（ロー
ルプレイ編） 

７月 4 日 
（１日間） 

14 機関 
34 人 
（4 人） 

人事評価の評価者となる
管理者（管区・地方機関
の課長級職員）の指導に
当たることが予定されて
いる職員 

・研修の目的・手法 
・人事評価の枠組み 
・目標設定(実習) 
・期首面談(ロールプレイ) 
・期中（ロールプレイ） 
・評価(実習) 
・期末面談(ロールプレイ) 
・まとめ 

女性職員登用
推進セミナー 

9 月 19 日 
（１日間） 

17 機関 
21 人 
（3 人） 

課長級以上の職員 ・講演「株式会社サンエーにおける女性活躍推進の
取り組みについて」 
・質疑応答・意見交換 

女性職員キャ
リアアップ研
修 

11 月 14 日 
～15 日 
（2 日間） 

15 機関 
21 人 
（21 人） 

係長級以上の女性職員
で、研修参加意欲が高い
者 

・経験の棚卸し 
・活躍の壁を見える化 
・自分で起こせるアクション 
・新時代のマネジメントスタイル 
・プレゼンテーション 
・コミュニケーション 
・タイムマネジメント 

メンター養成
研修 

５月 17 日 
（１日間） 

15 機関 
34 人 
（14 人） 

係員級又は係長級職員
で、メンターとなること
が予定されている者 

・メンター・メンタリング 
・コミュニケーションスキル 
・ロールプレイ・まとめ 

幹部・管理職員
ハラスメント
防止研修 

1 月 17 日 
（１日間） 

17 機関 
22 人 
（2 人） 

地方機関等の部長級以上
の職員 

・制度説明 
・講義「改めて考えるハラスメントのない職場」 
・質疑応答・意見交換 

 
（指導者養成研修） 

研修の名称 日程 参加者 
（うち女性） 

対 象 教 科 目 

ハラスメント
防止研修指導
者養成コース 
 

11 月 28 日 
（１日間） 

12 機 関
14 人 
（0 人） 

係長級以上の職員等で、
ハラスメント防止等のた
めの研修の指導に当たる
ことが予定されている者 

（講義・演習・事例研究） 
・ハラスメント防止の必要性 
・セクシュアル・ハラスメント 
・妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメント 
・パワーハラスメント 
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・ハラスメントが起きたとき 
ＪＳＴ基本コ
ース(仕事と人
のマネジメン
ト研修)指導者
養成課程 

２月 4 日 
～7 日 
（４日間） 

8 機関 
11 人 
（1 人） 

係長級以上の職員等で、
受講後、ＪＳＴ基本コー
スの指導に当たることが
予定されている者 

第１章 第一線のリーダーの役割 
第２章 リーダーのマネジメント 
第３章 リーダーシップ 
第４章 コミュニケーション 
第５章 職場における実践 
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男女共同参画社会の実現は、人事行政における重要課題の一つであるため、女性の採用・登用の
拡大について様々な支援や取組を行っています。 

当事務所では、意欲ある女性の公務への誘致のため、女性を対象とした説明会等の人材確保の取
組を行うほか、女性職員の登用拡大に向け、女性職員を対象とした研修の充実を図り、女性職員が
働きやすい職場環境の実現に向けて管理職員を対象とした意識啓発セミナーを実施しています。 
 
 
１ 人材確保  
（１）女性のための国家公務員セミナー 

公務に興味や関心を持つ女子学生等を対象に、公務で働くことへの関心を喚起することを目
的として、女性のための国家公務員セミナーを開催しました。セミナーでは、各機関に勤務す
る女性国家公務員を招き、育児休業や転勤、それぞれの勤務の状況等について自身の経験を交
えて紹介するとともに、個別のブースを設けて、参加者との意見交換を行いました。 

開催日 開催校 参加者 
元．１１．１９ 琉球大学 １０３人 

参加機関（３機関） 
沖縄総合事務局・那覇地方法務局・沖縄労働局 
 
 
 
 

 
 
 

（セミナーの様子） 
 
２ 人材育成  
（１）女性職員キャリアアップ研修 

男女共同参画社会の実現に向け、公務における女性職員の
登用拡大を促進するため、平成 26 年度から実施しています。 

係長級以上で、研修参加意欲が高い女性職員を対象に、マ
ネジメント能力開発の機会付与、管理職員登用候補者層の拡
大、女性職員の能力伸長及び人的ネットワークの形成促進を
目的として実施しました。（15 頁を参照） 

（研修の様子） 
 

Ⅲ 女性職員の採用・登用  
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（２）女性職員登用推進セミナー 

女性職員登用推進施策の一環として平成 26 年度から実施
しています。 

課長級以上の職員を対象に、女性登用のための環境整備な
ど管理者の役割や勤務環境の在り方について認識を深める
ことを目的として実施しました。（15 頁を参照） 

 
（セミナーの様子） 
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職員の給与は、国公法上、法律に基づき定められることとされ（給与法定主義）、社会一般の情勢
に適応するよう国会により随時変更でき、その変更に関して人事院は勧告を怠ってはならないとさ
れています。このため、人事院は、俸給表が適当であるかどうかについて、毎年少なくとも１回、
国会及び内閣に同時に報告しなければならないこととされており、その際、給与を決定する諸条件
の変化に応じて適当な勧告をする義務を負っています（情勢適応の原則）。 

当事務所では、上記勧告の基礎資料となる国家公務員給与及び民間企業の給与の実態を把握する
ための調査等を実施するとともに、給与制度の適正な運用を図るため、各種研修会及び給与簿監査
を実施し、また、日常の制度照会等を通じて各機関における給与実務の指導を行っています。 
 
 
１ 給与勧告  

人事院の給与勧告は、国家公務員が民間企業の勤労者と異なり、争議権などの憲法で保障さ
れた労働基本権が制約されていることの代償措置として、国家公務員に対し、社会一般の情勢
に適応した適正な給与を確保する機能を果たすものです。 

そのため、民間給与と国家公務員給与との精密な比較（ラスパイレス方式）を基に給与水準
及び制度について勧告を行っています。給与勧告の手順は次のとおりです。 

 
《給与勧告の手順》 

 
給与勧告の仕組み 

（人事院 HP「令和元年人事院勧告」より） 
 

Ⅳ 給与  
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（１）国家公務員給与等実態調査 
人事院では、民間給与との比較の基礎となる国家公務員給与の状況を把握するため、毎年

１月 15 日に在職する給与法の適用を受ける常勤職員を対象に国家公務員給与等実態調査を
実施しています。 

当事務所では、各機関の担当者を対象に、この調査の円滑な実施を図ることを目的として
説明会を開催しました。 
開催日 開催地 参加者 
２．１．２３ 那覇市 １５機関１６人 

 
（２）職種別民間給与実態調査 

人事院では、公務員給与を適切に決定するための基礎資料を得ることを目的として、毎年、
職種別民間給与実態調査を実施しています。 

令和元年度は、企業規模 50 人以上で、かつ、事業所規模 50 人以上の全国で約 58,800 事
業所から無作為に抽出した約 12,500 事業所を対象に、平成 31 年４月 24 日から令和元年６
月 13 日の間に、都道府県、政令指定都市等の人事委員会と共同で実施しました。 

このうち、当事務所では、沖縄県人事委員会とともに、管内 148 事業所を対象に調査を実
施しました。 

 
（３）人事院勧告説明会 

人事院は、令和元年８月 7 日、国会及び内閣に対し国家公務員の給与についての勧告を行
いました。（参考２、３） 

当事務所では、この勧告及び意見の申出の趣旨、内容の周知を図ることを目的として説明
会を開催しました。 
開催日 開催地 参加者 

元．８．９ 那覇市 
第１回（職員団体）３団体４人 
第２回（各機関）３２機関３５人 

 
（４）改正給与法等説明会 

政府は、給与関係閣僚会議を令和元年８月８日及び 10 月 11 日に開催して給与勧告の取扱
いを協議し、同年 10 月 11 日の閣議決定において勧告どおり実施することを決定しました。
また、同日、「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律案」が閣議決定さ
れ、第 200 回国会に提出されました。同法案は、同国会において成立し、同年 11 月 22 日に
令和元年法律第 51 号として公布されました。 

当事務所では、各機関の担当者を対象に、改正内容の周知及びその適正な運用を図ること
を目的として説明会を開催しました。 
開催日 開催地 参加者 
元．１１．２７ 那覇市 ２４機関２４人 
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２ 給与実務担当者研修会  
各機関の担当者を対象に、給与制度の周知徹底及び給与事務の適正、適切な運用を図ること

を目的として研修会を実施しました。 
内容・対象者 開催日 開催地 参加者 
講義方式 
（対象者：実務経験年
数が概ね１年未満） 

諸手当関係 ３１．４．１７ 那覇市 １９機関３３人 
諸手当関係 元．８．２３ 那覇市 ２０機関３３人 
諸手当関係 元．９．１７ 那覇市 ２０機関３０人 
俸給の決定関係 元．９．１０ 那覇市 １６機関２２人 
給与の支給関係 元．９．１７ 那覇市 ２１機関２７人 

討議方式 
（対象者：実務経験年
数が概ね１年程度） 

諸手当関係 ２．１．９ 那覇市 １０機関１６人 
俸給の決定関係 ２．１．１０ 那覇市 １０機関１４人 
給与の支給関係 ２．１．１０ 那覇市 １０機関１４人 

 
３ 給与簿監査  

各機関の職員の給与を検査し、必要に応じて是正、指導等を行い、職員の給与の支給及びそ
の記録が法律、規則又は人事院指令等に適合して行われることを確保することを目的として実
施しました。 

対象機関（１2 機関） 
内 閣 府 沖縄総合事務局（総務部） 
法 務 省 那覇地方検察庁、那覇地方法務局、沖縄少年院 
財 務 省 沖縄地区税関 

厚 生 労 働 省 
那覇労働基準監督署、沖縄労働基準監督署、名護労働基準監督署、宮古労
働基準監督署 

国 土 交 通 省 大阪航空局那覇空港事務所、大阪航空局石垣空港出張所 
海 上 保 安 庁 中城海上保安部 
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本格的な高齢社会の進展に対応するため、再任用制度の円滑な実施や、職員の退職後の生涯設計
に必要な情報の提供等の施策を進めています。 

当事務所では、高齢対策担当者会議の開催や、生涯設計セミナーの実施を通じて、再任用制度の
周知・啓発を図るとともに、定年後の生活設計を支援しています。 
 
 
１ 生涯設計セミナー４０  

職業生活及び人生の折返し点となる 40 歳代の職員を対象に、職員が早い時期に自らの将来
の目標を明確にした生涯設計（ライフプラン）を考える機会を提供し、職業キャリア、家庭経
済及び健康管理に関する知識や情報を付与することにより、今後の職業生活及び個人生活の両
面において疑問や不安の解消を図り、やりがいを持って職務に精励できる環境を整備すること
を目的として実施しています。 

令和元年度においては令和 2 年 3 月 6 日に開催する予定でしたが、新型コロナウイルス感染
症の拡大防止の観点から中止しました。 

 
２ 生涯設計セミナー５０  

定年を控えた 50 歳から 50 歳代半ばの職員を対象に、定年後の生活設計の必要性、再任用制
度や公的年金制度などの知識や情報を付与するとともに、生涯設計を考える機会を提供するこ
とにより、定年後の生活への疑問や不安の解消を図り、職務に専念させることを目的として実
施しました。 

開催日 開催地 参加者 
２．２．２６～２７ 那覇市 ８機関１６人 

 
 

Ⅴ 生涯設計  
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職員は、国民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、
全力を挙げてこれに専念しなければならないものとされるとともに、服務上各種の制約が課されて
おり、さらに、服務規律の保持のために懲戒制度が設けられています。 

また、職務の遂行の公平さに対する国民の疑惑や不信を招くような行為を防止することにより、
公務に対する国民の信頼を確保することを目的として、国家公務員倫理法が制定されています。 

当事務所では、服務・懲戒、倫理制度の周知徹底と適正な運用を図るため、各機関の担当者に対
する説明会を開催するとともに、日常の制度照会等を通じて各機関への指導を行っています。 
 
 
１ 服務・懲戒制度説明会  

各機関の担当者を対象に、服務・懲戒制度の趣旨の徹底とその適正な運用を図ることを目的
として開催しました。 

開催日 開催地 参加者 
元．６．２１ 那覇市 １６機関２５人 

 
２ 倫理制度説明会  

各機関の担当者を対象に、国家公務員倫理法の周知徹底とその適正な運用を図ることを目的
として開催しました。 

開催日 開催地 参加者 
元．６．２１ 那覇市 １４機関２３人 

 
 

Ⅵ 服務・懲戒、倫理  
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職員の勤務時間及び休暇は、給与と並び重要な勤務条件の一つと位置づけられ、国公法第 28 条
の情勢適応の原則の適用を受けて、勤務時間法及び規則により定められています。 

当事務所では、勤務時間及び休暇制度の適正な運用を図るため、各機関の担当者に対する説明会
を開催するほか、各機関に対し調査、指導を行っています。 
 
 
１ 勤務時間・休暇制度説明会  

各機関の担当者を対象に、勤務時間及び休暇制度の趣旨の徹底とその適正な運用を図ること
を目的として開催しました。 

開催日 開催地 参加者 
元．６．２０ 那覇市 ２５機関４４人 

 
２ 勤務時間・休暇制度等運用状況調査  

各機関における職員の勤務の実態を把握し、勤務時間等関係法令の遵守状況を確認するとと
もに、制度の適正な運用について必要な指導を行うことを目的として実施しました。 

対象機関（３機関） 
厚 生 労 働 省 八重山労働基準監督署 八重山公共職業安定所 
気 象 庁 石垣島地方気象台 

 
３ 民間企業の勤務条件制度等調査  

人事院では、国家公務員の勤務条件の諸制度を検討するための基礎資料を得ることを目的と
して、毎年、民間企業の勤務条件制度等調査を実施しています。 

令和元年度は、民間企業における従業員の勤務時間・休暇制度、社宅の状況、業務災害に対
する法定外給付制度等の諸制度の実情を把握するため、全国に所在する常勤の従業員数 50 人
以上の全国約 45,000 社から無作為に抽出した企業約 7,500 社を対象に、令和元年 10 月 1 日か
ら 11 月 30 日の間に調査を実施しました。 

このうち、当事務所では、管内企業 10 社を対象に調査を実施しました。 
 
 
 

Ⅶ 勤務時間・休暇  
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人事院は公務能率の増進を図り、職員が安心して職務に専念するために、職員の健康安全管理、
心の健康づくりのための施策、ハラスメントの防止対策等について様々な施策を行っています。 

当事務所では、健康安全制度、育児休業、女子福祉及びハラスメント防止対策の周知徹底と適正
な運用を図るため、研修会等及び監査を実施するとともに、日常の制度照会等を通じて各機関への
指導を行っています。 
 
 
１ 安全対策会議  

各機関の安全管理担当者を対象に、国家公務員安全週間（７月１日～７月７日）に当たり、
安全週間の趣旨の徹底及び安全意識の高揚、安全管理活動の定着を図り、各機関における災害
防止に資することを目的として開催しました。 

開催日 開催地 参加者 
元．６．２７ 那覇市 ２０機関２４人 

 
２ 健康安全管理担当者研修会  

健康安全管理に関する基礎知識の付与及び関係法令の周知徹底を図り、職員の健康保持及び
災害防止に資することを目的として開催しました 

開催日 開催地 参加者 

元．６．２７ 那覇市 
（安全）１９機関２２人 
（健康）１７機関１８人 

 
３ 心の健康づくりの研修  

各機関の健康管理者及び健康管理担当者を対象に、心の健
康に関する施策、現状についての知識の付与を行うとともに、
心の健康に関する研修用教材を提供することで、各機関にお
ける心の健康づくり施策の促進に資することを目的として実
施しました。               （研修の様子） 

 
開催日 開催地 参加者 
元．９．２５ 那覇市 ９機関１２人 

 
４ こころの健康相談室  

職員のメンタル面での疾病の予防、早期発見及び適切な対応の仕方などについて、職員及び
職員の家族並びに各機関の管理監督者・こころの健康対策担当者が直接専門医に相談すること
ができるよう「こころの健康相談室」を開設しています。 

令和元年度は、５件の相談がありました。 

Ⅷ 健康安全・ハラスメント  
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５ こころの健康にかかる職場復帰相談室  
各機関におけるメンタル疾患による長期病休者の職場復帰、再発予防などに関し、各機関の

健康管理者等が直接専門医から助言、指導を得ることができるよう「こころの健康にかかる職
場復帰相談室」を開設しています。 

令和元年度は、５件の相談がありました。 
 
６ 健康安全管理状況監査  

各機関における職員の健康及び安全に関する法規の遵守状況を把握し、制度の適正な運用に
ついて必要な指導を行うことを目的として実施しました。 

対象機関（３機関） 
厚 生 労 働 省 八重山労働基準監督署 八重山公共職業安定所 
気 象 庁 石垣島地方気象台 

 
７ ハラスメント対策  
（１）ハラスメント相談員セミナー 

各機関の相談員を対象に、ハラスメントの苦情相談に関する知識、技能等を向上させるこ
とを目的として実施しました 
開催日 開催地 参加者 
元．９．１３ 那覇市 １９機関２９人 

 
（２）ハラスメント防止対策担当者会議 

各機関のハラスメント防止対策担当者を対象に、セクシュアル・ハラスメントをはじめ、
その他ハラスメントの防止及び排除並びに被害者救済などに関する認識を深め、公務におけ
るハラスメント防止に関する施策の充実を図ることを目的として開催しました。 
開催日 開催地 参加者 
元．１１．２９ 那覇市 １５機関２１人 

 
（３）ハラスメント防止講演会 

ハラスメント防止週間行事の一環として、ハラスメント
防止に関する啓発、助言、情報の提供等を行い、人事行政の
公正の確保、職員の利益の保護及び職員の能率の発揮に資
することを目的として開催しました。 

（講演会の様子） 
 

開催日 開催地 参加者 
元．１１．２９ 那覇市 １７機関３３人 

 
８ 育児休業・女子福祉制度説明会  

各機関の担当者を対象に、育児休業及び女子福祉制度の趣旨の徹底とその適正な運用を図る
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ことを目的として開催しました。 
開催日 開催地 参加者 
元．６．２０ 那覇市 ２３機関３７人 

 
９ 介護に関するセミナー  

各機関の担当者のほか、介護に関わる職員で参加を希望す
る職員を対象に、仕事と介護との適切な両立を図ることを目
的として開催しました。 

 
（セミナーの様子） 

 
開催日 開催地 参加者 
元．１２．６ 那覇市 １８機関２７人 
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職員が公務上の災害又は通勤による災害を受けた場合には、国家公務員災害補償法に基づき、そ
の災害によって生じた損害の補填（補償）と、被災職員の社会復帰の促進及び被災職員・遺族の援
護を図るために必要な事業（福祉事業）を行うこととされています。  

当事務所では、災害補償制度の周知徹底と適正な運用を図るため、研修会等及び監査を実施する
とともに、日常の制度照会等を通じて各機関への指導を行っています。 
 
 

災害補償実務担当者研修会  
各機関の災害補償担当者を対象に、災害補償制度、公務災害・通勤災害の認定等、災害補償

業務の進め方に関する基本的な事項に関する研修を行うとともに、災害補償業務に関する経験
等を相互に意見交換する場を提供し、もって、災害補償業務の迅速かつ適正な運営に資するこ
とを目的として実施しました。 
 

開催日 開催地 参加者 
元．１０．２９ 那覇市 １２機関１７人 

 
 

Ⅸ 災害補償  
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一般職の国家公務員（行政執行法人職員を除く。）は、 国公法第 108 条の２の規定により、警察
職員及び海上保安庁又は刑事施設で勤務する職員を除き、勤務条件の維持改善を図ることを目的と
して職員団体を結成することができ、人事院に登録された職員団体は、当局との交渉、法人格の取
得等について、所定の取扱いを受けることができるとされています。 

当事務所では、職員団体の登録事務を行うほか、職員団体からの勤務条件改善申し入れについて
の会見を行い、その意見、要望等を聴取しています。 
 
 
１ 職員団体との会見  

当事務所では、職員の勤務条件について、職員団体との会見を通じて職員の意見、要望など
を聴取し、その内容を本院に報告しています。令和元年度においては、職員団体との会見を４
回行いました。 

 
２ 職員団体の登録状況  

令和元年度は、新規登録がなく、規約等の登録事項の変更に伴う変更登録は 16 件でした。 
当事務所に登録されている職員団体は次のとおりです。 
登録職員団体（２０団体） 
内 閣 府 ２団体 
法 務 省 １団体 
財 務 省 １１団体 
厚 生 労 働 省 １団体 
農 林 水 産 省 ２団体 
国 土 交 通 省 ２団体 
そ の 他 ※ １団体 

※ 「その他」は複数の府省職員により構成されている団体である。 
 
 
 
 

Ⅹ 職員団体  
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公平審査は、個々の職員の身分や利益を保障することにとどまらず、人事行政の適正な運営、ひ
いては公務の公正かつ能率的な運営を確保することを目的としています。 

当事務所では、この公平関係の業務として、①不利益処分についての不服申立て、②勤務条件に
関する行政措置の要求、③災害補償の実施に関する審査の申立て等、④給与の決定に関する審査の
申立ての受付事務を行うほか、事案審理の実施の業務を行っています。 

また、職員からの様々な人事管理に関する苦情の申出及び相談を受けて、職員に対する助言を行
うほか、関係当事者に対し、指導、あっせん等の方法により問題の解決を図っています。 
 
 
１ 公平審査  
（１）不利益処分についての審査請求  

職員からその意に反して降給、降任、休職、免職その他著しく不利益な処分又は懲戒処分
を受けたとして審査請求があった場合に、人事院が、事案ごとに公平委員会を設置して審理
を行わせ、公平委員会が作成した調書に基づき、処分を承認し、修正し、あるいは取り消す
判定を行うものです。 

令和元年度は、当事務所管内で不利益処分についての審査請求はありませんでした。 
 
（２）勤務条件に関する行政措置要求  

職員から勤務条件に関し、適当な行政上の措置がなされるよう要求があった場合に、人事
院が必要な審査をした上で判定を行い、あるいはあっせん又はこれに準ずる方法で事案の解
決に当たることで、職員が勤務条件の積極的な改善と適正化を能動的に求めることを保障す
るものです。 

令和元年度は、当事務所管内で勤務条件に関する行政措置要求はありませんでした。 
 
（３）災害補償の実施に関する審査の申立て等  

実施機関の行った公務上の災害又は通勤による災害の認定、治癒の認定、障害等級の決定
その他補償の実施について不服のある者等から審査の申立てがあった場合に、また、福祉事
業の運営について不服のある者から措置の申立てがあった場合に、それぞれ人事院が事案を
災害補償審査委員会の審理に付した上で判定を行うものです。 

令和元年度は、当事務所管内で災害補償の実施に関する審査の申立て等は2 件ありました。 
 
（４）給与の決定に関する審査の申立て  

給与の決定（例：勤勉手当の成績区分の決定）に関して苦情のある職員から審査の申立て
があった場合に、人事院が事案を審査した上で判断（決定）を示すものです。 

令和元年度は、当事務所管内で給与の決定に関する審査の申立てはありませんでした。 
 

Ⅺ 公平審査  
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２ 苦情の相談  
苦情相談制度は、職員から勤務条件その他の人事管理に関する苦情の申出及び相談があった

場合に、人事院が指名した職員相談員が職員に対して助言を行うほか、関係当事者に対し、指
導、あっせんなどの方法により問題の適切な解決を図るものです。 

令和元年度は、当事務所に６件の苦情相談がありました。 
 
３ 苦情相談に関する地方機関連絡会議  

苦情相談業務を担当する課長級職員を対象に、職員からの苦情相談に関する情報の提供及び
意見交換を行うことを目的として開催しました。 

開催日 開催地 参加者 
元．９．１３ 那覇市 １６機関１６人 

 
４ 苦情相談担当官研修  

苦情相談業務を担当する職員を対象に、苦情相談に関する知識、技能等を向上させることを
目的として、研修を実施しました。 

開催日 開催地 参加者 
元．９．１３ 那覇市 ２０機関３１人 

 
 
 



 
 
 

人事行政を適切に運営していくため、各方面から公務や公務員制度に対する率直な意見を聴取す
るとともに、公務に対する理解を得ることに努めています。 

当事務所では、管内企業経営者等との意見交換を実施しています。 
 
 
１ 企業経営者等との意見交換  

民間企業の人事管理の実情等を把握し、今後の人事行政施策の検討の参考にするとともに、
公務及び公務員制度について理解を深めてもらうこと及び給与等に関する報告・勧告の検討に
資する等を目的として、管内の企業経営者等と意見交換を行っています。意見交換では、国家
公務員の給与決定方法、人事院勧告の意義・役割を説明するとともに地域における経営環境、
賃金の状況などを聴取します。令和元年度は、4 月に浦添市、5 月に那覇市及び南城市におい
て、企業経営者及び報道関係者を個別に訪問し意見交換を行いました。 

 
２ 有識者の職場訪問 
  国の機関の業務内容や国家公務員の勤務実態等について一層の理解を深めてもらうことを目 

的として、各界有識者に公務職場を訪問していただく機会を設けました。 
開催日 訪問官署 参加者 

元．１１．２６ 
沖縄少年院 
沖縄女子学園 

大  学   １大学１人 
報道機関    ６ 社 ６ 人 
経済団体    ３団体３人 

 
３ 人事担当課長会議  

沖縄管内に所在する国の機関の人事担当課長を対象に、各機関との連絡協力体制を密にして、
今後の人事行政全般の円滑な運営を図ることを目的として開催しました。会議では、当事務所
の業務の実施状況及び計画について説明し、人事行政全般について意見交換を行いました。 

開催日 開催地 参加者 
３１．４．２２ 那覇市 ２３機関２３人 

 
４ 管内機関等からの陳情等  

令和元年度において管内機関等から給与、休暇制度等勤務条件の改善についての陳情等を５
件受け、併せて職場の実情や勤務実態等について意見交換を行いました。 

 
 

Ⅻ 各方面との意見交換等  

- 32 -



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参 考 
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俸給表

府省名 行(一) 行(二)
専門
行政

税務 公(一) 公(二) 海(一) 海(二) 教(一) 教(二) 研究 医(一) 医(二) 医(三) 福祉 指定 計

人 事 院 9 9 9

内 閣 府 855 6 2 863 1 864

国 家 公 安 委 員 会 61 11 72 72

総 務 省 53 1 54 54

法 務 省 269 1 254 221 4 4 5 758 24 782

公 安 調 査 庁 25 25 25

財 務 省 266 3 14 1 284 284

国 税 庁 2 7 493 1 503 1 504

厚 生 労 働 省 302 116 9 19 32 184 7 669 669

農 林 水 産 省 9 62 71 71

林 野 庁 18 18 18

水 産 庁 5 5 5

経 済 産 業 省 8 8 8

特 許 庁 1 1 1

国 土 交 通 省 101 275 376 376

気 象 庁 230 230 230

海 上 保 安 庁 122 1 1,518 1 1,642 1,642

環 境 省 21 21 1 22

独 立 行 政 法 人
駐 留 軍 等 労 働 者
労 務 管 理 機 構

70 70

合 計 2,332 129 352 493 265 1,764 14 23 36 191 7 3 5,609 3 70 24 5,706

構 成 比 ( ％ ) 41.58 2.3 6.28 8.79 4.72 31.45 0.25 0.41 0.64 3.41 0.12 0.05 100.0

※　「平成30年度一般職の国家公務員の任用状況調査（平成31年１月15日現在）」による。ただし、駐留軍等労働者労務管理機構の職員数は沖縄事務所調べ。

１　沖縄事務所管内における一般職国家公務員の在職状況
（単位：人）

給　　　与　　　法　　　適　　　用　　　職　　　員
任期付
職員

行政
執行
法人

検察官 合 計
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-

-

-

J0953652
テキスト ボックス
2 給 与 勧 告 の 骨 子


J0953652
テキスト ボックス
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勧告年月日 内　　　　　容 実施年月日 内　　　　　容

３５．　８．　８ １２．４％引上げ ３５．１０．　１ （一部手直しのほか勧告どおり）

３６．　８．　８ 　７．３％　〃 ３６．１０．　１ 勧告どおり

３７．　８．１０ 　９．３％　〃 ３７．１０．　１ （一部手直しのほか勧告どおり）

３８．　８．１０ 　７．５％　〃 ３８．１０．　１ 勧告どおり

３９．　８．１２ 　８．５％　〃 ３９．　９．　１ 　　〃

４０．　８．１３ 　７．２％　〃 ４０．　９．　１ 　　〃

４１．　８．１２ 　６．９％　〃 ４１．　９．　１ 　　〃

４２．　８．１５ 　７．９％　〃 ４２．　８．　１ 　　〃(ただし、都市手当を調整手当とする)

４３．　８．１６ 　８．０％　〃 ４３．　７．　１ 　　〃

４４．　８．１５ １０．２％　〃 ４４．　６．　１ 　　〃

４５．　８．１４ １２．６７％〃 ４５．　５．　１ 　　〃

４６．　８．１３ １１．７４％〃 ４６．　５．　１ 　　〃

４７．　８．１５ １０．６８％〃 ４７．　４．　１ 　　〃

４８．　８．　９ １５．３９％〃 ４８．　４．　１ 　　〃

４９．　７．２６ １８．６２％〃 ４９．　４．　１ 　　〃

(49.5.30 １０％引上げの暫定支給措置あり)

５０．　８．１３ １０．８５％引上げ ５０．　４．　１ 　　〃

５１．　８．１０ 　６．９４％　〃 ５１．　４．　１ 　　〃

５２．　８．　９ 　６．９２％　〃 ５２．　４．　１ 　　〃

５３．　８．１１ 　３．８４％　〃 ５３．　４．　１ 　　〃

５４．　８．１０ 　３．７０％　〃 ５４．　４．　１ 　　〃

(指定職は 54.10.1)

５５．　８．　８ 　４．６１％　〃 ５５．　４．　１ 　　〃

(指定職は 55.10.1)

５６．　８．　７ 　５．２３％　〃 ５６．　４．　１ 　　〃(一部手直しのほか勧告どおり)

(指定職は 57.4.1)

５７．　８．　６ 　４．５８％　〃 　　　 － 　－

５８．　８．　５ 　６．４７％　〃 ５８．　４．　１ 修正実施(2.03%)

５９．　８．１０ 　６．４４％　〃 ５９．　４．　１ 　 〃 　(3.37%)

６０．　８．　７ 　５．７４％　〃 ６０．　７．　１ 勧告どおり

６１．　８．１２ 　２．３１％　〃 ６１．　４．　１ 　　〃

６２．　８．　６ 　１．４７％　〃 ６２．　４．　１ 　　〃

６３．　８．　４ 　２．３５％　〃 ６３．　４．　１ 　　〃

　元．　８．　４ 　３．１１％　〃 　元．　４．　１ 　　〃

　２．　８．　７ 　３．６７％　〃 　２．　４．　１ 　　〃

　３．　８．　７ 　３．７１％　〃 　３．　４．　１ 　　〃

　４．　８．　７ 　２．８７％　〃 　４．　４．　１ 　　〃

　５．　８．　３ 　１．９２％　〃 　５．　４．　１ 　　〃

　６．　８．　２ 　１．１８％　〃 　６．　４．　１ 　　〃

　７．　８．　１ 　０．９０％　〃 　７．　４．　１ 　　〃

　８．　８．　１ 　０．９５％　〃 　８．　４．　１ 　　〃

　９．　８．　４ 　１．０２％　〃 　９．　４．　１ 　　〃

(指定職は 10.4.1)

１０．　８．１２ 　０．７６％　〃 １０．　４．　１ 　　〃

１１．　８．１１ 　０．２８％　〃 １１．　４．　１ 　　〃

１２．　８．１５ 　０．１２％（俸給表の改定見送り） １２．　４．　１ 　　〃

１３．　８．　８ 　０．０８％( 〃 、暫定的な一時金の支給) １３．　４．　１ 　　〃

１４．　８．　８ 　２．０３％引下げ １４．１２．　１ 　　〃

１５．　８．　８ 　１．０７％引下げ １５．１１．　１ 　　〃

１６．　８．　６ 　改定なし（官民較差は０．０１％） １６．１０．２８ 　　〃

１７．　８．１５ 　０．３６％引き下げ １７．１２．　１ 　　〃

１８．　８．　８ 　水準改定の勧告なし(官民較差は０.００％) － 　　－

１９．　８．　８ 　０．３５％引き上げ １９．　４．　１ 勧告どおり（指定職は実施見送り）

２０．　８．１１ 　水準改定の勧告なし(官民較差は０.０４％) － 　　－

２１．　８．１１ 　０．２２％引き下げ ２１．１２．　１ 勧告どおり

２２．　８．１０ 　０．１９％引き下げ ２２．１２．　１ 　　〃

２３．　９．３０ 　０．２３％引き下げ ２４．　３．　１ （一部手直しのほか勧告どおり）

２４．　８．　８ 　水準改定の勧告なし(官民較差は０.０７％) － 　　－

２５．　８．　８ 　給与等に関する報告(勧告なし：官民較差は０.０２％) － 　　－

２６．　８．　７   ０．２７％引き上げ  ２６．  ４．  １ 勧告どおり

２７．　８．　６   ０．３６％引き上げ  ２７．  ４．  １ 　　〃

２８．　８．　８   ０．１７％引き上げ  ２８．  ４．  １ 　　〃

２９．　８．　８   ０．１５％引き上げ  ２９．  ４．  １ 　　〃

３０．　８．１０   ０．１６％引き上げ  ３０．  ４．  １ 　　〃

　元．　８．　７   ０．０９％引き上げ  ３１．  ４．  １ 　　〃

人　事　院　勧　告 国　　会　　決　　定

３　人事院の給与勧告と実施状況の概要
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５ 人事院沖縄事務所の組織及び事務分掌 
令和２年４月１日現在 

 
 
・事務所の内部管理に関する事務 
・こころの健康相談室、こころの健康にかかる 

職場復帰相談室の事務 
・職員団体制度に関する事務 
・所の所掌事務で他の所掌に属さないもの 
 
 
 
 
 
・服務、懲戒制度に関する事務 
・勤務時間・休暇制度及び調査に関する事務 
・セクシュアル・ハラスメント及び妊娠、出産、

育児又は介護に関するハラスメントの防止に
関する事務 

・健康管理・安全管理制度及び監査に関する事務
（こころの健康相談室、こころの健康にかかる
職場復帰相談室の事務を除く） 

・研修その他能率に関する事務 
 
 
 
・任免及び分限制度に関する事務 
・選考採用の審査等に関する事務 
・任用状況調査に関する事務 
・採用候補者名簿の管理等の事務 
・採用候補者の採用促進に関する事務 
・採用試験の実施及び採用手続きに関する事務 
 
 
 
 
・給与関係法令の実施に関する事務 
・給与簿の検査に関する事務 
・高齢社会に対応する人事行政等に関する事務 
・不服申立ての受付等公平審理に関する事務 
・苦情相談等に関する事務 
 
 

主 査 
（総 務） 

主 査 
（職員・研修） 

主 査 
（任用・試験） 

主 査 
（給与・公平） 

総 務 課 長 

調 査 課 長 

所  長 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

人 事 院 沖 縄 事 務 所 
http://www.jinji.go.jp/okinawa/ 

 
〒900-0022 那覇市樋川１－１５－１５ 

那覇第一地方合同庁舎 
ＴＥＬ ０９８－８３４－８４００ 

～８４０２ 
ＦＡＸ ０９８－８５４－０２０９ 


